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１．はじめに 

 

我が国では、2007年後半以降ガソリン価格の高騰が目

立った時期に、自家用乗用車の運転手控え、公共交通の

利用増を齎し、公共交通の発達した都市部においてその

影響が顕著であったとの観測報道が見られた。そこで、

本稿では、我が国における旅客交通を対象に、近年のガ

ソリン価格の変動が自動車利用と公共交通利用という交

通行動に与える影響について、我が国を大都市圏を含む

地域とそれ以外の地域に区分し、実証分析を試み、低炭

素社会向きの価格政策及び需要予測手法の検討に資する

基礎資料となることを目指す。 

なお、本稿は、第40回土木計画学研究発表会（秋大

会）において筆者が発表した、全国単位の研究「ガソリ

ン価格の変動が交通行動に及ぼす影響の実証分析」にお

ける方法論1)を地域版に応用するものである。 

 

２．分析の準備 

 

（１）分析の方法 

 ガソリン価格が影響しうる交通行動の類型のうち、次

のものを対象に、ガソリン価格とそれ以外の主要な要素

が及ぼす影響の有無と程度について、統計を用いて、マ

クロ的に計量分析を行う。 

① マイカーの運転回数、走行距離 

② 公共交通の利用 

③ マイカーについて、燃費の良い車種へ変更 

 

（２）交通量に関する主要統計の整理と選定方針 

 １．で記述した研究の狙いに鑑み、第一に、マイカー

の利用と公共交通の利用について分析を行うこととし、

両方の交通量を同じ次元で捉え、総量への影響も確認す

ことができるよう、旅客輸送人キロの単位で集計された

時系列指標を選定する。 
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自動車利用及び公共交通の交通量（人キロ）並びに

ガソリン価格及び所得に関する経済指標に関する地域区

分毎の主要公式統計について、2010年4月30日現在で公

表されているものは、表-1のとおりである。 

 

 全国 地方 都道府県 

政令

都市

等 

（旅客人キロ）   

国土交通省鉄道輸送統計 
鉄道 

年・月 

× × 

国土交通省自動車輸送統計 
営業用バス 

年・月 

× 

国土交通省自動車輸送統計 △（左による 自家用登録乗用

車等 
年・月 

６都府県の

み） 

× 

（経済指標）   

ガソリン価格 

石油情報センター 

月 × 

内閣府国民経済

計算 △（内閣府県民経済計算 
ＧＤＰ（ＧＲＰ） 

  年・四半期 年～2007 年度） 

厚生労働省毎月勤労統計調査 ×  
平均月額給与 

年・月    ×  

消費者物価指数 総務省   同左

表－１ 陸上旅客交通量（人キロ）関係主要統計(2010.4.30現在) 

 

分析対象期間は、国土交通省自動車輸送統計に軽自動

車の交通量の集計が開始された1987年度を始期とし、最

近の高速道路割引が開始された時期との境目の2008年度

末までの約20年間とする。輸送統計の月報の正確さにつ

いては確認できていないことから、時間単位は、年報の

数値を活用できる年度単位とする。また、地域単位とし

ては、当該輸送統計上の地方区分を最小単位とする。 

公共交通の交通量は鉄道及び営業用バスの輸送人キロ

を合算し、マイカーの交通量は自家用登録乗用自動車及

び自家用軽自動車（軽２輪車を除く）の輸送人キロを合

算して算出する。また、公共交通の交通量及びマイカー

の交通量を合算した総量（本稿では、便宜上「陸上交

通」と称する）並びに機関分担率の分析を同時に行い、

分析結果を照らしてチェックできるようにする。 

なお、鉄道輸送統計において、新幹線の輸送量は、

当該新幹線を営業するＪＲ各社の本社所在地の地方にそ



れぞれ一括計上されており、各地方別の内訳が公表され

ていないことから、本稿においては、本州新幹線の輸送

量を控除して分析を行う。これら時系列指標のうち交通

量については、例えば図１及び図２のようになる。 
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図-1 地方別１人当たりマイカー交通人キロ 

1人当たり公共交通（本州３社新幹線を除く）輸送人キロ
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図-2  地方別１人当たり公共交通人キロ 

個々の地方の分析又は地方のパネル分析を行う前に、

大都市圏を含む地域とそれ以外の地域に一旦大括りして、

全国分析に準じた分析を行うことにする。その際、当該

期間を通じて一貫した時系列データが必ずしも公表され

ていない特定の地方（2002年における国土交通省地方運

輸局の管轄区分の変更に関係した地方）及び交通量の変

動が比較的激しい北海道は除き、関東及び近畿を集計し

た「関東近畿」並びに中国、四国及び九州沖縄を集計し

た「中四国九州」という２地域について分析を行う。こ

の２地域の集計値は図３及び図４のとおりである。 
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中四国九州の陸上旅客交通量（本州新幹線を除く）の推移
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図‐4 中四国九州の陸上交通量等（本州新幹線分を除く）図‐4 中四国九州の陸上交通量等（本州新幹線分を除く）図‐4 中四国九州の陸上交通量等（本州新幹線分を除く）

また、両地域の機関分担率は、図５及び図６のとおりで

ある。 

関東近畿（本州新幹線を除く）　機関分担率
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図‐5 関東近畿の機関分担率（本州新幹線分を除く） 

中四国九州（本州新幹線を除く）　機関分担率
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 図‐6 中四国九州の機関分担率（本州新幹線分を除く） 
 

（３）推計基本モデル 

a）交通量（人キロ）モデル 

各交通機関（陸上交通、公共交通、マイカー）の１人当

たり輸送人キロをY、ガソリン価格をP、所得（１人当た

りGRP）をQとし、交通需要の基本方程式を次で表す。 

logYi(t)=αi+βilogPi(t-1)+γilogQi(t-1)+δiT(t)+R 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・① 

ここに、αi;定数項、βi;ガソリン価格弾性値、γi;所

得弾性値、δi;トレンド項の係数、R;誤差項 である。 

また、全国分析では、１年前のガソリン価格及び所得が

最も影響を与えている可能性が把握できた。このため、

地方分析においても、独立変数は１年前の値を投入する。図‐３ 関東近畿の陸上交通量等（本州新幹線分を除く） 



したがって、従属変数の観測値N=21となる。 

また、図表は省略するが、各種の公表統計を基に各

地域について計算した、１人当たりマイカー保有台数、

道路（高速国道自動車道、一般国道）実延長対鉄道旅客

営業キロ、人口高齢化率等の関連指標は、年度の経過と

ともに、増加する推移を辿っており、これらが交通需要

に影響している可能性を考慮して、代理変数としてのト

レンド項Ｔを想定したものである。 

 

 b）機関分担率モデル 

公共交通及びマイカーの各交通量（人キロ）を陸上

の総交通量（人キロ）で除して得られる各機関分担率に

ついて、弾性値を推計するために、a）と同様の考え方

により、次の基本方程式を設定する。 

logZi(t)=αi+βilogPi(t-1)+γilogQi(t-1)+δiT(t)+R 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・② 

ここに、Zi=Yi/ΣY である。 

 

３．分析の結果 

 

（１） 交通量の基本モデル 

関東近畿及び中四国九州のそれぞれについて、ガソ

リン価格弾性値の符号は、公共交通に対して正、マイカ

ーに対して負となった一方、所得弾性値は、公共交通の

一人当たり交通量に対して正、その分担率に対して負と

なり、マイカーに対して正となった（表２～表５）。 
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注） イタリック体表示の項目は有意性が低い。
このため、当該項目を抜いたモデルにおける各係数等を各下段に併記。
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注） イタリック体表示の項目は有意性が低い。
このため、当該項目を抜いたモデルにおける各係数等を各下段に併記。
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 表－４ 中四国九州の基本モデル（実質値） 

注） イタリック体表示の項目は有意性が低い。
このため、当該項目を抜いたモデルにおける各係数等を各下段に併記。
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注） イタリック体表示の項目は有意性が低い。
このため、当該項目を抜いたモデルにおける各係数等を各下段に併記。
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 表－５ 中四国九州の基本モデル（名目値） 

注） イタリック体表示の項目は有意性が低い。
このため、当該項目を抜いたモデルにおける各係数等を各下段に併記。
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注） イタリック体表示の項目は有意性が低い。
このため、当該項目を抜いたモデルにおける各係数等を各下段に併記。
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ただし,トレンド項が１人当たりマイカー交通量に与え

る影響は、関東近畿では負である一方、中四国九州では

正である。これらをまとめると表６のとおりとなる。 

表－２ 関東近畿の基本モデル（実質値） 

 

 表－６ 基本モデルにおける弾性値又は係数 

注） イタリック体表示の項目は、トレンド項を含むモデルでは、有意な値が得られなかったため、
トレンド項を含まない別途モデル（誤差項自己回帰ＡＲ(1)モデル）による推計によって得られた有意な値を表示
している。
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表－３ 関東近畿の基本モデル（名目値） 

 

（２） ガソリン価格弾性値が時期によって変化する

モデル 

（１） の結果、トレンド項の作用の方向が、地域に

よって異なることが判明した。したがって、このよう

な地域差を反映して、時間とともにガソリン価格弾性

値が変化するモデル式を次のように設定する。 



logYi(t)=αi+βilogPi(t-1)+γilogQi(t-1) 

+δiT(t)logPi(t-1)+R・・・・・・・・③ 

 このモデル式が成立する場合には、 

ガソリン価格弾性値：βi＋δiT(t) 

となり、ガソリン価格弾性値はトレンド項Ｔに応じ変

化する。 

 両地域について、このモデル式の係数は、従属変数

で実質値をとった場合は、表７及び表８のとおりとな

った。 

 

注） イタリック体表示の項目は、有意性が低い。
このため、別途モデルによる推計によって得た有意な値を各下段に表記。
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注） イタリック体表示の項目は有意性が低い。
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この結果に基づいて、ガソリン価格弾性値が時期によ

ってどのように変化するかを地域別に表すと図７及び図

８のとおりとなる。すなわち、１人当たりマイカー交通

量に対するガソリン価格弾性値の絶対値は、年度の経過

とともに、関東近畿においては拡大している一方、中四

国九州においては縮小している。 

関東近畿　トレンド水準とガソリン価格弾性値の関係(実質値）
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中四国九州　トレンド水準とガソリン価格弾性値の関係(実質値）

-0.3

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

1 21

トレンド項（1987年度からの経過年数）

ガ
ソ

リ
ン

価
格

弾
性

値

1人当たり陸上交通量 １人当たり公共交通量

１人当たりマイカー交通量 公共交通分担率

マイカー分担率

 

表－７ 関東近畿のトレンド交差項モデル（実質値） 

 図－８ 中四国九州のガソリン価格弾性値（実質値） 
 

大都市圏を含む関東近畿と中四国九州とで、トレンド

項の影響の方向（１人当たりマイカー交通量に対する係

数δの符号）が違うことについて、どのような要因が効

いているのかについては課題である。 

 

（３） マイカーガソリン消費量 
１人当たりマイカーガソリン消費量（国土交通省自

動車輸送統計及び総務省人口推計を基に地域別に計算）

について、１年前のガソリン価格と１人当たりＧＲＰを

説明変数とする両辺対数線形式について、両地域につい

て、それぞれで構築することができた（関東近畿につい

ては、誤差項の自己回帰モデル（ＡＲ（１））。中四国

九州については、トレンド項を組み込んだ重回帰モデ

ル）。各弾性値（係数）の符号は、１人当たりマイカー

交通量に対する弾性値（係数）の符号と同一であった。 

表－８ 中四国九州のトレンド交差項モデル（実質値） 

 
（４）マイカー保有台数 

１人あたり自家用登録乗用車保有台数について、１年

前のガソリン価格と１人当たりＧＲＰを説明変数とする

両辺対数線形式について、両地域について、それぞれ誤

差項の自己回帰モデル（ＡＲ（１））で構築することが

できた。各弾性値（係数）の符号は、１人当たりマイカ

ー交通量に対する弾性値（係数）の符号と同一であった。 
また、マイカー保有台数における自家用軽自動車の保

有台数比率について、相関分析の結果、両地域とも、同

期のガソリン価格と一定の相関があることが判明した

（５％水準で有意）。 
 

４．分析結果の活用 
  
３．（１）表６にまとめた結果を活用する例を示す。 

仮に、ガソリンのレギュラー店頭価格が、関東近畿に

おいて118円、中四国九州において121円（本稿による計

量分析対象期間中の平均値）であるとした場合、揮発油図－７ 関東近畿のガソリン価格弾性値（実質値） 



税と地方道路税の暫定税率分計25.1円が実質廃止された

と仮定する。この場合、関東近畿において21.3%、中四

国九州において20.7％のガソリン価格の低下に相当する

ため、本稿において推計した弾性値を活用すれば、この

部門において、次の影響が大まかに試算できる。 
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国土交通省が公表している、我が国においける鉄道、

バス及びマイカーのＣＯ２排出原単位を用いて、この試

算から更に計算すると、この部門におけるＣＯ２排出量

は、大雑把には、関東近畿において3.6%～4.9%、中四国

九州において4.9%～5.0%増加すると試算される。 

 

５．おわりに 

 

本稿では、関係統計の状況を整理した上で、軽自動車

の旅客交通量の集計が追加された1987年度以降最新の比

較可能な公表統計を用い、関東近畿と中四国九州といっ

た大括りの２地域について、ガソリン価格及び所得指標

を独立変数とし、公共交通、マイカー及びこれらの総量

である陸上交通の１人当たり交通量（人キロ）及び前２

者の機関分担率を従属変数とするモデルの構築について、

弾性値が分析対象期間を通じて一定の場合と変化する場

合の２つの場合を想定して、それぞれについて行った。

このようなモデルの構築による地域分析の結果は、全国

分析と基本的に同様となったが、ガソリン価格弾性値を

一定とするモデルにおいては、トレンド項が１人当たり

マイカー交通量に及ぼす影響について、関東近畿では負

である一方、中四国九州では正になった。また、トレン

ド項の影響でガソリン価格が変化するモデル構築の結果

からは、１人当たりマイカー交通量に対するガソリン価

格弾性値は、時間の経過とともに、関東近畿では拡大す

る一方、中四国九州では縮小する方向であった。マイカ

ーによるガソリン消費量及びマイカー保有台数について

も、ガソリン価格等の影響を検証した。また、分析結果

を活用して、ガソリン暫定税率が実質廃止されたと仮定

した場合の、交通量への影響及びこの分野でのＣＯ２排

出量への影響の度合いを大まかに試算した。 

 

今後は、各地方ブロックについての個別分析又はパネ

ル分析を行い、前述のトレンド項による影響の相違を確

認するとともに、地域によって影響の方向に差異を生じ

るトレンド項の主な要素を検討することが期待される。 

表－９ 関東近畿（本州新幹線分を除く）への影響試算 
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